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一定期間内にこの基金に返還させるというものであっ

たo この基金を利用しうる商品は，輸出品原料であっ

て園内需て要に転用のおそれのないものに限られ，それ

に対して外貨貸付の手続がとられる。その場合，為替

銀行は外貨借入れの担保として正金銀行に国債をさし

入れるほか)1日1入外貨の返済に充当すべき先物の外貨

形を準備し，その明細告を日銀に申告して，返済時

期に確突に返済しうることを立証しなければならなカ

った。

この基金は設位当初3利用条件がきびしく，利率も英

米に比して13く) WJ~Lflが短かすぎたなどの事情があっ

て，利用銀行は正金だけであったのが， その後利用条

件が緩和され，適用商品の範囲も広げられたので，し

だいに利用者が噌加するに至った。

この基金が創設されたあと，政府はさらに外国為斗

裕金をすべて日銀に集中するとし、う措置をとった。

これは，この越金が輸出品用原料の輸入以外に軍需資

材その他の輸入にも利用されると，基金の回転が能率

的でなくなるので，円滑な回転を期するためには，軍

g資材の輸入のために別に投日な決済資金を作る必

!iに迫られたからである。為替銀行保有の為替資金を

有効に使用する ことは年来の懸案であった。各為替銀
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行が別々に多少の余裕を持つよりも，これを中央機関

に集中して重点的に使用したほ うが，はるかに効率的

であったから，外国為替基金が設定されるに及んで，

それとの関連で為替銀行の余裕外貨資金を現買いまた

は現買い先売りにより日銀に集中することになったの

である。この資金集中は外国為替管理法の発動による

強権によらず，為替銀行の自主的協力に期待し，日銀

との個別的契約によって行なわれた。外国為替基金の

設定と余裕外貨資金の集中というこつの措置により，

日銀は為替市場において強力な統制力が与えられる結

果となった。

注 l金(而絡の値上げについては，金資金特別会計設置後

も，大蔵省内でかなり議論された。特に朝鮮総督府は

値上げを強く主張した。さらに14年春，金の強制買上権

限を規定する産金法改正が議会で審議されたときも，

1グラム 3円85銭では安すぎるからこれを引き上げ

よ，という意見が非常に強かった。これに対して大蔵

省当局はどこまでも金価格を据え置こうという意向で

あり，ついに引上げは行なわれなかった。大蔵省が値

上げに反対したのは，この際金価絡をヲ1き上げること

になると， 早いうちに金を政府に売った人に損をかけ

ることになり，また将来も値上げを予想して政府に売

ることをためらう思惑が出ることをおそれたためで‘あ

った(昭和財政史資料 相田岩夫述)。

;rn平戦時体制の進展と財政金融政

第 3章 戦時体制の進展と財政金融政策

第 1節 第 2次大戦の開始と日本の戦時経済への影郷

昭和12年以来続けられてきた生産力拡充政策は，初

めのうち順調に軍需生産を伸ばしたが， 14年春を過ぎ

るころから多くの困難に直面した。軍需生産の基礎で

ある鉄，石炭，電力，工作機械等の諸産業の生産の停

滞，重要基礎物資および消費財の著しい需給不均衡と

必速な国家財政の膨脹に基因するインフレの昂進，企

業利潤の増勢鈍化による株式の低落等々。そしてこれ

らの困難をいっそう深刻にしたのは， 英米との対立激

化，第2次欧州大戦の勃発による基礎資材の輸入難で

あった。

賀屋蔵相の財政経済三原則に示された生産力拡充政

策は「日満両国を通じて経済力の充実発展を図る」こと

を強調し，日j簡を一体とする生産力拡充体制に期待し

ていたけれども，なお多くの物資を英米経済閣から輸

入することを前提にしていたD 実際これまでの生産力

拡充は英米両国との貿易に依存して続けられてきたの

である。そのことは，11年以降においても，わが国の対

英米貿易の全貿易額に占める地位が，輸入において50

"-'60% )輸出において30"-'50%に達していたことにも

示されている。賀屋蔵相以降の歴代の大蔵大臣も，対

英米圏貿易というルートが途絶えると，生産力拡充政

策に支障をきたすことを強く認識していた。

第 1次近衛内閣のときに，日 ・独 ・伊三国軍事同盟

問題が閣議で論議され，同盟が仮想敵国とする対象を

ソ連のみに限定するか，英仏をも含めるかが論議の焦

点となった。この問題は上述の意味で単に外交問題で

あるばかりでなく，戦時経済の基本にもかかわる問題
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であったのである。当時の池田蔵相は，"!s.:.米との政治

的対立を深めれば生産力拡充政策の前提条件がくずれ

るとしづ見地から，同盟の対象に英仏をも合めるとす

る案に強く反対した。次の石渡蔵相もこの考えを受け

継ぎ，平沼内閣の五相会議で，英仏をも対象とすると

いう独伊両国から提案された同盟案に強硬に反対した

のである。

次の阿部内閣では背木一男が蔵相に就任したが，こ

の内閣の時には三園内問I1U組は生uソ不可侵条約の締結

で-Il寺下火になった。しかし|昭和l4年にはいると.I司

際情勢は緊迫した。すなわち，14年9月，ヨーロッパで

第 2 次大戦が勃発し，ポン F'地域とのf{VJは~しく耐

難になった。ヨーロッパの!蹴局がilll民するにつれて，
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H米通商航海条約廃棄生報ずる新Illl，IJtj]:

ヌドヨ{(・ YI~'j!t j吋， 号待修J材をセとする u本の愉ILlは各11<1の愉

人制限のため背しく減少し • -)j，工業原料，機械類

の輸入も欧州名国の輸出制限，輸送船舶の制限によっ

て減少せざるをえなくなった。さらにアメリカは14i:1三

7 n， FI米辿商条約の路棄を通告， 同条約は 15年か
‘失効することになった。また国防資材愉tU取締法，

てfll :機械その他のír(~資材の対口禁輸についてのシェ

ミード ・メイ法の成立により 2 アメリカからのm要資

材の輸入はますます|剥脱になった。わが閣においても，

的2次大戦開始後，懸案の三同市IJ1=向lW:U泌がN燃し，

15年9刀同盟の締結をみるに至る。ここにおいて英、ν

勢力との対立は決定的となり，経済的交流は期待でき

ない事態となった。

このことは英米経済閣との貿易を前提とするこれま

で・の生産力拡充政策がたちゆかなくなったという こと

であった。そこで円本は戦時経済すなわち軍事的な生

産力拡充政策の重要な物的基礎をなす資材の供給を満

州 ・中国 ・朝鮮を中心とする極東地域に求めざるをえ

なくなった。同時に園内では乏しくなった物資をいっ

そう有効に緊急産業へ集中し，ますます増大する軍需

に応じる必要が生じてきた。そこで資金と物資の両面

からの統制が一段と強化されることになった。事変開

始以来，部分的，臨時的なものとして実施されてきた

諸政策を総合し，恒久的な経済統制機構を作ることが，

戦時経済を継続するために緊急事となったので・ある。

このような変化が顕著になったのは， 15年7月，第2

次近衛内閣が成立して以来である。「経済新体制」の樹

がそれであった。基礎資材の供給源を「東亜地域」

に求めつつ，戦時経済体制をますます徹底させようと

したので‘ある。以下，こう した時期における財政金融

政策を述べることにする。

第 2節 華事変下の予算

予算膨脹と物資需給の窮迫

恒常のN、大によって崎山とそれに伴う'kl;}"JI均係軒:1S:

t丸山は避けられないj砂3?となったoすでに馬場財政

以降，公{占漸Il主主義は放棄され，片?税も実施されて.

るjlA判(，:J，'~.i主のよ自が Ilriかれゐに令

た。だが， IL~J 組は予算膨般による1.El!.1心経済への拶刊に

あったo ，.L}1=変ドの財政政策、ひいては予算制1;1(;の問題

ま，もはや軍需を制することではなくて.M政膨脹の

恵影響をできるかぎり少なくする ζ とにあった。
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irlもたきな謀j越は，政府チ算と物資需給の調整をど

うするかということであったO この観点はすでに賀屋

蔵相が提唱した財政経済三原則に不されていた。事変

当初懸念されたことは，生産よl鉱充政策の促進により

ill要物資に対する民間企業の市要が急増するうえに，

政府C)J要が噌加すれば，輸入の増加を招来し，国際収

1.-を悪化させ，ひいては戦時経済の遂行に支障をきた

すという点にあっt..:..oそこで前述のように「物の予算J

が作られたので、ある。つまり金融面において，生産力

肱充資金と凶位消化資金の競合が大きな問題であった

ように，財政面でも重要物資や労力に対する民不:と政

府需要との競合が問題となったので‘ある。

この重要物資に対する競合はその後もますます傑刻

化した。というのは，14年後、ドから 3わが国の生産活動

は停滞傾向を強め，重要基礎物資の生産は需要に追い

つかなくなったうえに.14年9}:jの欧州、|大戦の1m始，

アメリカの対日禁輸政策等国際情勢の変化に&因して，

基礎資材の輸入が困難になったからである。1ti:要物資

供給不足の状態で 3 政府需要をふやすことは物価騰貨

をもたらし，戦時経済を依綻させることになるO しか

し一方では事変の拡大に伴い戦費は激増し，停滞し

た生産力拡充を促進するためには財政支出の塙ゆnが必

要とされた。こうして財政の運営は困難の度を高めた

のである。

このため政府は予算編成と物資需給計画とを密接に

結びつける方式をとった。すなわち14年度予算からは，

各省予定経費要求書に付随する物資需要調書を大蔵省

に提出させ，同時に企画院において立案された物資需

給計画に基・づいて査定の基準を定め，各省要求予算に

合まれる物資の需給をこの計阿に迎合させることにし

た。 15年度予算では， I国家総動員i市計|面の設定と J三

算の策定との間に有機的なるA繋を保持」すべきこと

が予算統制大綱にうたわれ，物資，資金，労均等との

関係につき十分意を用いて編成されることになった。

そして各省に対して物資需要調書のほか，労務需要I凋

咋の提出をも要求 した。 16年度予算ではIfI要因筑の予

算上における統一と産業保護の重点主義，不要不色、物

資の節用主義が編成過程で一段と徹底された。 l到策A

}I~\主義を-[-算面に具体化するために， Jム瀬大誠次'，'1'は

次官会議を提唱し，事務的予算は次官会議で決定し，

重要な政策の予算化のみを閣議で決返するとし、う 万法

をとった。

大蔵省は予算の査定で重要物資や労ノ〕を多く要す心

事業の繰延べや不急不要経費の削減を行ない，年度経

過中においても物資需給の調整を凶る観点から，毎年

F算の節約方針を決定し，時局経貨以外のものの節減

を要求した。こうした努力により不急不要の経費，t民
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争との凶係がより薄し 、経 1~は大脳に節約または繰り延

べられた。しかし3予算の中心をなすiluJJ貨の膨股はI隣

同の進展のため抑える ことはできず，11_:i1tt力拡充や1臨

時国民生活確保等の必要経~~も年々明大せざるをえな

かった。そのため事変 1"のf'frIは年々 膨服していった。

いま12年度から16年度に市:る 4年11:]のf，t1のHt移式

みると， 一般会，JはJO(k:(IIJから87LiJI1Jへと，約3倍近

くの膨阪をぷし，回;1I~II!j;"1 i.IJI: 1~t.IJ: ))IJ会，iI・は25ほI'Jかじ

115 {bil'jへと 5倍近くの激附を示したo ffttの内宵は

ますます戦争u，]1，)に集Ijrされていったので・ある。

2 特別会計の増設と臨時軍事費特別会計

への繰入れ

この 11キWJの財政J'~/，~:f;の特色の-つは， q~. JJiJ会社を附

ぶしたことてあ心。特別会，¥1-の総数は， 111ド1ftには::34

であったが， 12年度からLIだってJ何))11し， 12年度には

39，16年度には50となり，さ らにl8年度までに54にふえ

た。その後特別会計の整理統合が行なわれたけれども，

なお，終戦時には40の特別会計ーを数えt.::.0 I~[.'I ti会，i!-以

外の特別会計の成IHf算総額も12年度から16年度の|切

に132低円から252低ILJへと昨!大し， 一般会計の 3倍

ないし4倍の鋭校をもつことになった。戦H年財政は

般会~~ t~ ，臨時市官究特別会計，名特別会計の三本の柱
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で、運営されたということができる O

12年度以降に増設されたおもな特別会計は，保険事

業会計7，軍事関係会計3，経済統制のための物品ま

たは資金の管理会計4，それに地方分与税分与金特別

会計，政府出資特別会計等である。いま，特別会計の

数が最もふえた18年度まで十こ設置された各特別会計の

設置および廃止された時期，その機能別分類を別記す

ると，次表のようになる O

(0印は昭和年度以降に新設されたもの)

(1) 軍関係および軍工商会計

0臨時軍事費特別会計

0臨時陸軍材料資金特別会計

陸軍造兵廠特別会計

陸軍製織廠特別会計

海軍燃料廠特別会計

海軍火薬廠特別会計

海軍工廠資金特別会計

。陸軍航空工廠資金特別会計

(2) 事業会計

造幣局特別会計

印刷局特別会計

専売局特別会計

O燃料局特別会計

始期 終期

昭和12年 昭和21年

昭和14年 昭和17年

大正12年 昭和21年

明治23年 昭和21年

大正10年 昭和21年

大正8年 昭和21年

明治38年 昭和21年

昭和15年 昭和18年

(一般会計に帰属〉

明治23'年現存

明治23年現存

明治32年 昭和24年

昭和18年 昭和22年

crアルコール専売事業」へ帰属)
帝国鉄道特別会計

通信事業特別会計

学校及図書館特別会計

帝国大学特別会計

官立大学特別会計

明治42年 昭和22年

昭和9年 昭和24年

明治40年 昭和19年

(学校特別会計へ)

大山鉾 昭和19年

(学校特別会計へ)

大正10年 昭和19年

(向上)

大蔵省預金部特別会計 大正14年 昭和26年

(3) 事業資金または基金特別会計

営繕用品資金特別会計 昭和18年 昭和21年

教育基金特別会計 明治32年 昭和18年

(蕗止一般会計へ帰属)

対支文化事業特別会計 大正11年 昭和18年

(廃止同上)

教育改普及農村振興基金特別会計

大正14年 昭和18年

(廃止同上)

(4) 保険事業会計

健康保険特別会計 大正15年 昭和国年

(厚生保険へ吸収〉

1ω 

労働者災害扶助責任保険特別会計

昭和7年 昭和22年

O職員健康保険会計特別 昭和15年 昭和国年

〈健康保険へ吸収〉

O船員保険特別会計 昭和15年 昭和19年

〈厚生保険へ吸収〉

O労働者年金保険特別会計 昭和]6年 昭和19年

(厚生保険へ吸収〉

家畜再保険特別会計 昭和4年 昭和19年

(農業再保険と統合〉

O漁船再保険特別会計 昭和12年 現 存

(現在，漁船再保険及漁船共済保険となる〉

O森林火災保険特別会計 昭和12年 現 存

〈現在森林保険となる〉

O農業再保険特別会計 昭和14年 昭和19年

〈農業家畜再保険となる。昭和

22年から農業共済再保険)

簡易生命保険特別会計 大正5年 昭和20年

〈郵便年金と統合)

郵便年金特別会計 大正15年 昭和20年

(簡易生命保険及郵便年金特

別会計となり現在に至る〉

損害保険国営再保険特別会計昭和15年 昭和19年

(廃止〉

(5) 物品または資金管理会計

食糧管理特別会計 大正10年 現 存

(昭和17年米穀需給調節会計

から食糧管理会計へ改称〉

糸価安定施設特別会計 昭和4年 昭和18年

〈廃止一般会計へ帰属〉

O薪炭需給調節特別会計 昭和16年 昭和24年

0金資金特別会計

O為替交易調整特別会計

(6) 資金整理会計

0地方分与税分与金特別会計-

O政府出資特別会計

国有財産整理資金特別会計

国債整理基金特別会計

公債金特別会計・

0特殊財産整理資金特別会計

(7) 外地特別会計

朝鮮総督府特別会計

台湾総督府特別会計

関東局特別会計

樺太庁特別会計

昭和13年 昭和24年

昭和18年 昭和21年

昭和15年 昭和23年

昭和15年 昭和21年

大正11年 昭和18年

明治39年現存

大正8年 昭和21年

昭和18年 昭和22年

明治43年 昭和21年

明治30年 昭和21年

明治40年 昭和21年

明治40年 昭和21年

南洋庁特別会計 大正11年 昭和21年

昭和21年

昭和21年

昭和21年

昭和21年

朝鮮鉄道用品資金特別会計 大正14年

台湾官設鉄道用品資金特別会計明治35年

O朝鮮食櫨管理特別会計 昭和18年

O台湾米穀移出管理特別会計 昭和14年

朝鮮簡易生命保険及郵便年金特別会計

昭和4年 昭和21年

財政運営の戦時体制化に伴い，新たに登場した特別

会計のみならず，あらゆる特別会計がなんらかの形で

国策の遂行に動員され，戦時の必要に応じて臨機の措

置をとりうるような制度が必要となった。そこでこれ

らの特別会計の会計組織や運用方式のうえにもいくつ

かの改革が加えられた。第ーには，政府事業会計や外

地特別会計の一般会計および臨軍会計への繰入制が実

施されたことである。政府事業の会計は従来漸次一般

会計から独立させる方向に進んできたが，戦時体制に

はいってからは，臨軍会計や一般会計の財源が不足し

たため，政府事業益金や外地の税収入もその財源に繰

り入れられ，また特別会計保有の資金も国債消化資金

に役だてることになったのである。第こには，軍関係の

特別会計にはその特殊な機能を果たすために，会計原

第3章戦時体制の進展と財政金融政策

員IJの例外規定，たとえば，会計年度を l年と限らない制

度や，物品安換や物資売払いを認める規定などを設け

ることになった。第三には，特別会計の運用については，

勅令に委任される事項が多くなり，運用の弾力性が図

られた。第四には，経済統制のため経済管理機能を果

たす特別会計が多くなったが，これらの会計のもとに

は，国策会社あるいは営団などの政府関係機関が設け

られ，直接的な統制管理的活動はこれらの機関にゆだ

ねられ，特別会計はこれら政府機関の機能と国家財政

を結びつける役割をになうことになった〈たとえば，

金資金特別会計と産金振興株式会社，食糧管理特別会計と食

糧営団， 為替交易調整特別会計と交易営団等〕。戦時中の

このような管理機構は戦後にも受け継がれている。

第 3節戦時増税と税制改革

1 昭和 12年度以降の戦時増税

馬場蔵相のもとで立案された根本的な税制改正案は

結局実現をみるに至らなかったが，昭和12年度以降

は，急激に膨脹する財政支出をまかなうために，公債

の増発と並んで毎年増税により財政収入をふやす方針

がとられた。そして15年に至り再び根本的な税制改革

が取り上げられることになるo ここではまず， 15年の

税制改革に至るまでの間に臨機に行なわれた増税措置

を概観することにする。

(1) r臨時租税増徴法」その他による増税 (12年度〉

これは前にも述べたように結城蔵相が馬場税制案に

代えて12年4月から実施したもので，馬場税制案で立

案されたもののうち比較的財界に影響が少なく，実行

可能なものを取り入れた増税であったo r臨時租税増
徴法J(昭和ロ年法律第3号)は所得税を中心としたもの

で，同時に法人資本税，外貨債特別税，揮発油税，有

価証券移転税が新設された。所得税の増徴は，法人の

普通所得および清算所得の税率引上げ，同族会社加算
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税の増徴，第2種および第3種所得税率の引上げ，国

債利子への課税，配当所得控除額の引下げなどを内容

としているcその他，法人の営業収益税および資本利

子税の税率引上げ，相続税の増徴，鉱産税の税率引上げ，

特別鉱産税の創設，酒税および砂糖消費税の税率引上

げ，取引所税の増徴，臨時利得税の税率引上げが実施

された。

この増税は臨時応急の措置として行なわれたが，戦

時増税の端緒となった相当大幅な改正であり，この改

正による税収増加額は2億6，958万円に上った。

(2) r北支事件特別税法Jによる増税 (12年度〉

日華事変が勃発すると，賀屋蔵相は事変費の一部を

増税に求める方針をとり， 12年8月から[北支事件特

別税法J(昭和12年法律第66号〉が施行された。この税法

による増収額は臨時軍事費特別会計に直接繰り入れら

れるものとされ， 1年限りの臨時税として実施された。

その内容は， (1)所得税額の5分ないし 1割の増徴を目

的とする所得特別税.(2)臨時利得税の 1割5分増徴を

目的とする臨時利得特別税.(3)株式等の利益配当のう
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ち比較的高率の配当金に課税する利益配当特別税の新

設， (4)公社債利子のうち， 4%ないし4.5%を越える

高率利子に課税する公債および社債利子特別税の新設，

(5)比較的賛沢品，者修品と認められる物品に課税する

物品特別税の新設からなっていた。この特別法による

増収額は 1億円余であった。

(3) i支那事変特別税jおよび各税法改正による増税

(13年度)

その後，戦局は全中国に波及し，戦費の増大をきたし

たので，その戦費の一部を租税でまかなうため，再度増

税案を立案する必要が生じた。大蔵省はこの増税を戦

時増税を目的とする「支那事変特別税法j(昭和13年法

律第51号〉と各税法の部分的手直しによって行なう方

針をとり，第73議会に関係法案を提出して， 13年度か

らこれを実施した。

支那事変特別税は，北支事件特別税に代わって臨時

軍事費に要する財源の一部にあてるための臨時増税で、

あるo同法により所得税，法人資本税，砂糖消費税お

よび取引所税を増徴し，利益配当特別税，公債及社債利

子特別税は北支事件特別税と同様に課税し，物品特別

税は従来の課税品目以外にその課税範囲を拡張し，さ

らに通行税，入場税を新設することになった。このう

ち所得税については， 2割5分の増徴を提案した政府

原案は議会で修正されて， 2割2分5厘に決まり，法

人の超過所得に対する増徴額は1割にとどめ，第2種

所得の増徴額は原則として2割5分とし，第3種の個

人所得税の免税点を 1，200円から 1，000円に引き下げ

るなどの改正が行なわれている。また戦時増税のーっ

として臨時利得税法の改正が行なわれ，昭和9年から

11年に至る 3年閣の平均利益を超過する増加利益にも，

戦時利得として高率の課税が実施された。

これと同時に「臨時租税増徴法j.i所得税法J，r-相

続税法」等の部分的改正が行なわれ，第3種所得税と

相続税との増徴割合を階級割増徴によっていたのを超

過累進税率による増徴にしたことと，退職金への課税，

多額の保険金への相続課税等の実施が決められた。他

方，主として事変の影響等による収益減少者の負担軽
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減を図るため「臨時租税措置法J(昭和13年法律第52号)

も制定された。以上のような改正により得られた増収

額は約3億0，400万円であった。

(4)特別税法その他臨時税法改正による増税 (14年度〉

昭和14年度の予算はさらに膨脹したため，引き続き

増税の必要が生じた。 14年の増税は「支那事変特別税

法j.r臨時利得税法」の改正によって臨時利得税，物

品税等を中心にして行なわれると同時に， r臨時租税

措置法Jの改正により，戦争遂行上必要な生産力拡充，

重要産業振興のための減免税措置が講ぜ、られたO

特別税法の改正では，清涼飲料税，砂糖消費税，印

紙税，利益配当税，公債及社債利子税の諸税を増徴す

るとともに，物品税の課税品目の範囲拡張および税率

引上げを行ない，また新たに建築税，遊興飲食税を創

設した。臨時利得税については，税率の引上げ，平均

利益計算方法の改正を行なうとともに，事変後の特殊

利益たる個人の船舶および鉱業権の譲渡利得に新たに

課税することとなった。これらの改正で増加した税収

額は l億9，583万円であった。

2 税制改革の審議経過

馬場税制案が見送られたあと，まもなく事変が勃発

し，政府は緊急事態に対処するのに追われて，税制の

根本的改正を検討する余裕をもたなかった。すでに12

年の「臨時租税増徴法」の成立の際に，衆議院は中央・地

方を通ずる根本的税制改革を行なうことを付帯決議と

して議決し， r支那事変特別税法」の可決にあたっても

同様の決議をしていたが，大蔵省は恒久的な税制改正

を延期してきたO しかし，たひ、重なる臨時増税により

税制が非常に複雑となり，徴税事務当局さえとまどい

する事態が生じ，どうしても税制の根本的改正に着手

しなければならぬ状況となった。

そこで昭和14年春「支那事変特別税法改正案」が第

74議会で審議されていた際に，平沼内閣の石渡蔵相は，

事変も長期建設の段階にはいったので，これに即応し

て次年度を期して懸案の税制の根本的改革を断行する

旨を言明したo これを契機として税制改正が再び検討

されることになった。すなわち，同年4月5日から税

制調査会が設けられ，中央・地方を通ずる税制の一般

的改正に関する方策が諮問された。そして，この調査

会に提案する大蔵試案が主税局において作成された。

政府はこの税制改正の目標に，租税負担の均衡化，

経済政策との調和，税収入の弾力性，税制の簡素化の

四つを掲げ，その主眼を直接国税，特に所得税の体系の

改革においた。直接国税体系に関する主税局試案の骨

子は， (1)所得税を中枢とし，収益税を補完税とする従

来の体系を改めて，所得税を分類所得税(所得の種類ご

とに税率に差等を設けた比例税率をもって課税するもの〉と

一般所得税〈一定金額以上の所得に対して累進税率をもっ

て課税するもの〉の二つとし，収益税制度は廃止するこ

と，(2)収益税たる地租，家屋税および営業税はこの機会

に地方団体の財源に充当すること， (3)法人税を創設す

ること，但)勤労所得，配当利子所得について源泉課税の

方法を採用すること， (5)基礎控除，家族控除の制度を

拡充することなどであった。所得税を二本建にする構

想は，イギリスの所得税制〈普通税と付加税とに分け，

普通税の比例税率を財政の需要に応じて加減することにより

税制に弾力性を与えている税制)に学んだものであるが，

これに当時ブラ γスで行なわれていた税制を参考にし

て分類所得税を取り入れ，主税局試案が作成されたの

である。

大蔵省は税制調査会に対して，直接国税のほか，各

種の間接税，地方税制についても改正案を提出し，調査

会はこれを基礎に審議を重ねたすえ， 10月26日に最終

答申を決定して，これを政府に提出した。向調査会は

この答申の中で，所得金額の計算方法，不動産所得に

おける控除制度，産業組合への課税，負債利子の無条

件控除，配当所得に対する控除，公社債および銀行預

金利子の総合課税，法人の所得計算についての法人税

の損金算入，相続税の増徴の軽減，酒税について従価

税制度の加味等多くの事項について修正または考慮を

要するものとして指摘した。特に問題になったのは，

産業組合の課税と銀行預金利子の総合課税であったO

前者については農林省の強い反対があり，後者は金融

第3尊重 戦時体制の進展と財政金融政策

界が各方面に及ぼす影響が大きいとして難色を示した。

大蔵省はこれらの答申に基づいて主税局試案を再検討

して，改正法案の作成を行なった。問題の産業組合に

ついては負担の均衡上課税を実施することにし，銀行

預金利子については，納税者の申請がある場合に限っ

て利子支払いの際に課税する源泉選択の制度を認める

ことを省議で‘決めた。
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以上のようにして税制改正の要綱は石渡・育木両蔵

相の手から，米内内閣の桜内幸雄蔵相に引き継がれ，

これに関連した国税，地方税を通ずる税法案45件が，同

年2月，第75議会に提出された。政府原案は議会の審

議で勤労所得，事業所得，山林所得，退職所得，不動

産所得の免税点または基礎控除の引上げ，生命保険料

控除の新設，相次相続の免除，特別法人税の税率引下

げ，遊興飲食税の免税点設置，物品税の一部課税品目

の削除等，総額6，5∞万円程度の緩和修正を受け， 3 

月25日議会を通過し， 37に上る税制改正に関する法律

は3月29日公布されるに至った。ここに多年の懸案で

あった税制の根本的改正が実現されたのである。

3 昭和 15年税制改革の内容

昭和15年の税制改革は，中央・地方を通じて，その

範囲はきわめて広範にわたっているが，ここではその

要点を概説するにとどめる。

(1 )所得税の改正

改正の中心点は分類所得税と総合所得税の二本建に

したことである。すなわち，前者は所得をその性質に

よって不動産所得，配当利子所得，事業所得，勤労所

得，山林所得，退職所得の 6種類に分け，それぞれに

ついて異なった免税点または基礎控除，税率を設けて，

各種所得聞の負担の均衡を図った。税率は資産所得で

ある不動産，配当利子所得については10%，事業所得

は8.5%.勤労所得は6%の願で比例税とした。また

所得の大小による負担カの差異に応ずるため，従来の

第3種所得税の例によって総合所得税を設け， 5，αm 

円以上の所得者に限り 5，∞o円をこえる所得に対し10

%ないし65%の累進税を課することにしたO なお公社
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債， 銀行預金利子については， 従来と異なり総合課税

を建前と し， 総合に際しては4割控除を行なった。し

かし，納税者の申請によ って，総合課税に代えて15%

の税率で源泉選択制を採用できることにした。

(2)源泉徴収制の拡大

もう一つの大きな改正は，配当利子所得のほかに新

たに勤労所得ーに対しても源泉課税の方法を採用し，納

税の簡易化を期したことである。 増税の必要からこの

改正で勤労所得の免税点は従来の 1，200円から720円

(大蔵原案では600円であったが，議会で修正された〉に引き

下げられたが，これにより低額所得者にも所得税負担

がおよび，納税人員も急激に増加するので，徴税の必

要からも源泉徴収の制度が採用されたので‘ある。

(3)法人税，特別法人税の創設

法人所得への課税については，所得税から独立させ

るのを適当として法人税を創始したO これにより従来

の第 1種所得税，法人営業収益税，法人資本税は廃止

され， 法人税に統合された。その税率は一般法人の所
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得に対しては18%とし， 資本については従来の1，000

分の 1.2を 1.5に引き上げ、た。

同時に法人所得の計算について注目すべき二つの改

正が行なわれたOその一つは，従来所得の計算上その期

に納付した所得税，臨時利得税等を損金として取り扱

っていたのを改めて， 法人税ではこれを損金として控

除しないとした点であるO この改正により法人の課税

所得が従来より大きくなる ことになったが，これによ

る税収増加分だけは，税率を低くすることで調整され

たが，これは将来税率引上げの余地を残したという点

で税制に弾力性を与えることも可能にした措置であっ

た。もう一つは欠損金の繰越控除を認め，法人の各事

業年度開始の目前3年内に生じた欠損は現年度の利益

と通算することにした点で、ある。

また産業組合，商業組合，工業組合等の特別法人に

対して新たに6%の特別法人税が設けられることにな

っTこO

(4)酒税，砂糖消費税の改正

i円税については，従来いくつかの税法に別々に規定

れていて相当直雑になっていたのであるが，今l円|の

改正で税制の簡易化を図るため，これらの脱;七セ全部

酒税法とい う単一税法に統一することにした。しかし.

課税方法としては従来問題となっていた河川税制度へ

の移行は必ずしも適当でないとされて，依然として造

石税と庫出税とを併用することにした。砂担If消費税で

は，これまでの色相課税制度を廃止して，製造)j法と

糖度による課税の制度を採用することに改められた。

(5)地方税制の改正

地方税制に関しては，三つの需要な改正が行なわれ

た。第ーは，直接国税体系の改組に関連し， :l:也和， ~t~; 

業税，家屋税を地方公共団体の財源に移すことに改め

られた点である。もっとも課税の方法と しては，課税

標準を全国的に統一する必要があるという理由で，こ

れら諸税の負担全体の 4分の lを一応国において徴収

し，その徴収した税額は課税物件の所在する府県に還

付ーするこ ととし， さらに府県は国の課する税額と同額

程度を，市町村は国の課する税額の 2倍程度をそれぞ

れ付加税と して課することにした。第二は，これに伴

い地方分与税制度を採用したことである。これは国と

地方との財源および地方団体問の財源の地域的格差を

調整する目的で設けられたもので，還付税と配付税か

らなっている。すなわち，関税として徴収した地租，

家屋税，営業税はその全額を還付税として府県に還付

することは前述したが，これとともに所得税，法人税

の徴収額の 17.38%ならびに入場税，遊興飲食税の50

%をもって配付税とし，各地方団体の人口 ，課税力，

財政需要等を標準として，道府県，市町村に対し調整

的に交付する ことにしたので‘ある。配付税は現在の地

方交付税と同じ考え方に基づくものである。第三は，

税制の整理特に戸数割およひ‘所得税付加税の廃止であ

った。戸数割は従来負担均衡のうえから問題があ り，

馬場税制案でもすでに全廃が考えられていたが，今回

これが廃止されるに至ったものであるo所得税付加税

については，所得税の税率が高ま ってくると，税制の

弾力性のうえから廃止の必要が生まれてきた。つまり

，官3i;'i: !~~肉体制のi住民と ll~政金融政策
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地方団体のイ、J)jll税の「ドにはキ11当向井、くのものがあったが，

国が所得税の税取を決める場什には，これらのなかで

最高税率を考慮せねばならず，所得税にこう した制約

を与えることは所何・税の弾力性を少なくするという点

から，付加l税廃止の考えブfがで・てきたので・ある。そ

て，これらに代わる税として新t没されたのが市町村氏

税であった。も っとも，市町村氏i税の課税lは11.:1限度は

低く抑えられており，市町村氏税のif(諜により ，所仰

税の応能負担保rilJによる課税が制約されることのない

よう配慮されたので‘ある。

昭和15年の税制改正においては，税体系の改革と並

んで各税目の大中Mな税率引上げを行なったため，開税

は新たに 6低5，000万円の地収となった。

(6)税制改正後の租税体系

昭和12年度以降の哨税は*として収得税に力が注が

れ， 15年の税制改正においても所付税，法人税，臨時

不IJ得税を中心とした明税が行なわれた。その結果これ

らの諸税の増加は他の税をはるかにしのぎ，租税体系

中の大宗たる地位を内めるに至った。-))，酒税をは

じめとする消費税についても，税*の引上げや走行税創

設で‘相当の増税が行なわれたが，消針税を課税する物

!日は不念、不要のものが多いから 1臨時にあってはその
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生産が若しく 制限され，税率を相当引き上げたとして 王座を占め，臨時利得税， 法人税がこれに次 ぐに至り， も大きな消化資金源となった。預金部は満州事変j切に

も，税収はそれほどふえず，したがって，消費税の増加 事変前の消費税が主要な地位を占めていた租税収入と 土地方資金の運用を主としていたが， この時期には健

は収得税にはるかに及ばなかったのである。このため， は異なった構造をもつこととなったのである。 先的に閤債投資にその資金を迎用するプj針をと たO

16年度以降の税収構造においては，所得税が税収中の
そして プjで、は，13年度から貯蓄奨励述動が大規投に

展開されたO 公債消化資金の給源を金融機関のみなら

ず， 般国民の貯蓄に>Jとめたのである。貯蓄奨励によ

り預金部資金は急激に増加したが，その新規増加分は

第 4節 国債消化政策と貯蓄奨励運動の展開 ほとんどすべて国債消化に向けられた。日華 変の始

まった12年7月から太平洋戦争の始ま る16年12月のJW

円銀の公開市場操作を通じて公債の消化が行なわれて 間に，預金部資金の新規増加は64億8，700万円に上っ

日華事変下の国債消化政策
きた。そして低金利政策がこれを援護した。ところが たが，そのうち60億7，900万円が国債消化にあてられ

日華事変の開始により国債の増発は避けがたい形勢 戦時経済への移行は，国債消化の資金源となる金融市
ている。

となった。事変勃発直後，臨時軍事費特別会計が設置 場の様相を大きく変えた。生産力拡充の促進により生
第三は，大衆購買力の吸収である。消費規制，貯蓄

されて戦時体制にはいったが，戦局が進展するにつれ 拡資金の需要が激増し，金融市場において国債消化資
奨励等によ り生じた一般大衆の浮動購買力を直接吸収

これを国債消化にあてる目的で種々の対策が講して，
金と生拡資金とは激しく競合するに至ったからであて急増する軍事費をまかなうには，公債財源によらざ

るをえなくなったからである。高橋蔵相時代には公債 る。そのため，一方では，市場で生拡資金との調整を図
じられた。賀屋蔵相は12年11月から国債を郵便局の窓

の発行限度をめぐって大蔵部内でも討論されたが，事 りながら国債消化資金の確保に努めるとともに，他方
口を通じて売り出す方法を採用 し，13年8月からは，

変開始後は戦費調達のために国債を発行することは議 では，市場以外に広く国民の資金を国債消化のために
特に小額公債を発行した。また日銀の公債売却先を金

論の余地のない施策となった。高橋蔵相時代における 動員することが必要になった。いまや公債消化政策は
融機関のほか，公共団体，会社，商庖へも拡張し，さ

公債発行のおもなる理由が，一般会計の歳入補棋のた 新しい段階にはいり，公債消化のために根本的な総合
らに一般個人へも売却することにした。割増金付の貯

蓄債券，報国債券も勧銀から売り出され，売上金は全

部預金部に向けられた。こうして大衆預金は直接 ・間

的な対策がたてられることになったO 政府がこの時期この時期の公債発行のおもなるめであったとすれば，

に推進した公債消化のための対策は，次のようにまと理由は，戦争の遂行，国防力の強化，すなわち戦争公

債に変わってしまったのである。 めることができょ う。
接に公債消化の資金源として動員されたのである。

こうして12年度以降，国債発行額は急激に増加した。 第一は，資金統楕1]による国債消化資金の確保である。
第四には 2 国債の優遇措置である。国債投資を誘導

新規発行の国債総額は12年度22億円であったが，13年 各種金融機関の資金を生拡資金と国債消化資金に充当
するために，12年以降の税法改正において国債に対す

度45億円，14年度55億円， 15年度69億円となり， 16年 するため，I臨時資金調整法」をはじめとする資金統制
る減免措置が講じられた。国債利子に対する所得税の

度にはついに 100億円を突破している。そしてこのう が実施された。そして14年度からは資金計画が立て ら
低率課税，法人の課税所得における国債利子の70%控

ちの70"-'80%が軍事公債であった。 国債の年度平均発 れ， 国債資金と生拡資金の配分が計画化きれ， この総
除，公債 ・社債利子特別税の 4分利以 の国債利子の

行高をみると，昭和7"-'11年度の 7億円未満に刻して， 合的な資金計画のもとで各金融機関別に国債消化計画
免税などがそのおもなものである。また日銀もこれに

この5年間にそれは59億円に達し， 飛躍的増加を示し をすてさせたO こうして，金融機関に対しては「勧奨」
応じて国債担保貸出しの優遇措置を講じた。

た。公債収入は，戦時財政の運営において，もはや|臨 とい う形で，なかば強制的に国債消化に協力させたの 2 国民貯蓄奨励運動の展開
時的収入ではなく ，恒久的収入たるの地位を もつこと である。

になったのである。 第二は，政府関係機関資金の動員である。大蔵省は
国民貯蓄奨励は， 昭和13年4月19日の閣議決定に基

このよ うに公債発行の常態化した財政運常のもとで 預金部資金をはじめ， 金資金その他の特別会計資金，
づき ，13年度から国民運動として実施されることにな

は，公債の消化を図るこ とがますます必要とな り， '.Lよ 簡易生命保険，郵便年金積立金，政府関係共済組合資
ったが，大蔵省は貯蓄奨励を資金統制と表裏一体をな

債消化政策に戦時財政の成寄がかけられるこ とになっ 金等ーの政府保有資金を可能なかぎり国債引受けに運用 す戦時金融政策の一環としてその推進にカを入れた。

た。これまで国債は主としてH銀引受けで発行され， する方針をと った。特に預金部資金はこれらの中で最 この時期の貯蓄奨励は単なる家計の健全化という観点
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ぉ、 ではな ，岡山の消化，生産力111，充~ の帯ft7， イ
、ノ レの抑制という令融政策的観点か τi:~m れた

のである。 fなオ ， 1隙n1'経済を遂行 λえで絶対

必要な生産力lJl¥充資金をー1.分に供給しなが ， IIIJ日制こ

財政 必要な I~(jl(消化資金を確保するた こtま， 副!

機闘の保有資金をふや ねばならず，また他方におい

て，膨大な政府資金の民間散布によ って生ずる追加j俳

同力が， 消政的な用途， それも限られた消 q~財のj府買に

向け れるな らば， 直ちに思性イ ンフレを招く 紡呆と

なり，戦時経済の遂行そのものが困難にならざるをえ

ない。そこで， 増加した国民所得が消費的用途に向か

うのを制限し， これを国債・の消化，生産力拡充資金と

いう国家的ないし軍需生産的用途に集中 せるZ主要な

手段として，貯蓄が取り上げられたわけである。
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第6期戦時下の財政金融と大歳省

この場合，国民の消費に向かう購買力を蓄積させる

政策手段として，国民貯蓄奨励運動とし、う方式がとら

れたが，この点について当時の大蔵当局の考え方は次

のようであった。第一に，日本は英米のように国民所

得水準が高くないので，租税で購買力を吸収しようと

する場合には，最低限度の生活に必要な消費的経費を

認定することは徴税技術上きわめてむずかしい問題と

なる。第二に，国民に安心感を与えるために，預金引

出しの自由を保障する必要があったが，預金引出制限

を法的に行なわない以上，預金の法的強制はできな

い。第三に，貯蓄の形態を特定しなくても，一方で「臨

時資金調整法」による資金統制が行なわれるから，投

資されたあらゆる資金が薗家目的に集中されうる機構

ができているo また貯蓄の形態を制限しないほうが，

金融機関の協力を得ることができる。第四に，貯蓄奨

励は日本人特に農民の古来からの勤倹貯蓄の精神に強

く訴えることができるo 以上のような考慮から，貯蓄

奨励は国民の任意に期待する国民運動として発足した

のであるo

戦時の貯蓄奨励運動は，発足から太平洋戦争の開始

に至るまでの時期と，太平洋戦争開始から終戦に至る

時期に分けることができるが，ここでは第l期におけ

る奨励運動の発展を概観しておこう。

昭和 13年度

昭和13年度の貯蓄目標額としては，過去の貯蓄実績

から判定して，平時なみの貯蓄可能額30億円，政府支

払いの増加から推定した追加貯蓄可能額50億円，計80

億円と見積られた。しかし，この目標額は実際の貯蓄

可能額を事務的に算定して出されたものではなく，貯

蓄によってまかなう必要のある資金量から逆算して，

およその見当をつけた数字であった。

13年4月，大蔵省は貯蓄政策の中心になる機関とし

て国民貯蓄奨励局を新設し， 6月には大蔵大臣の諮問

機関として国民貯蓄奨励委員会を設けて，みずからこ

の運動の播進にのり出した。そして地方では大蔵・内務

両省指導のもとに道府県をして運動にあたらしめ，さ

らは外郭団体としては，国民精神総動員中央連盟が中

l侃

心となり，各種民間団体を動員して，宣伝，指導の活

動にあたらせた。この運動は当初遭民の理解を求める

啓発活動に重点がおかれ，貯蓄実行方策としては，貯

蓄組合の設置と金融機関への協力を促す活動の二つが

中心であった。とりわけ貯蓄組合は各地域団体，職場，

各種民間団体に作る方針がとられた。

昭和14年度

昭和14年になると，ますます巨大な資金が必要とな

り，一方では国債の消化率が落ちる傾向にあったの

で，貯蓄増加の必要性はいっそう増大し，貯蓄奨励運

動に拍車がかけられた。そして貯蓄目標は前年度より

20億円を追加し， 100億貯蓄を計画したO 前年度の目

標額はだいたいの目安を定めた努力目標にすぎないも

のであったが，今度は目標額を一定基準のもとに道府

県に割り当て，各道府県が必ず割当を達成するよう推

進する達成目標とされた。特に従来貯蓄が徹底してい

なかった都市や殻賑産業〈主として軍需関係産業〉の部

面では，所得が増加し，購買力に余剰が生じていたの

で， 14年度の特殊方策として，この方面の貯蓄を奨励

することに力が注がれた。

昭和15年度

昭和15年度の目標額はさらに引き上げられて 120億

円となったo これは時局産業方面で増加した浮動購買

力を吸収することを見込んだものであった。奨励運動

は開始以来すでに2年を経過し，普及宣伝の時期はす

ぎたから，今後その実行を促進強化すべき時期にはい

ったとして，運動も強化されることになった。ところが，

当時生産拡充の停滞からイ γフレが高進し，これに対

する不安が生じ，また預金引出制限の風評も伝わっ

て，運動の先行きに悲観的見方も現われた。こうした

不安から，一部には法律をもって貯蓄を強制すべしと

する意見がとみに高まったo大蔵省はこの強制貯蓄の

措置はとらなかったけれども，こうした情勢にかんが

みて，貯蓄目標額の割当を新たに各市町村から個々の

貯蓄組合にいたる末端組織にまで広げた。また内地の

みならず，朝鮮・台湾・満州にも同様の目標額が定め

られた。

15年度の特徴は，きめ細かく末端の細胞的組織を整

備強化したことで，その具体的な方策も天引貯蓄，能力

貯蓄，買物貯蓄，料理屋貯蓄，お芝居貯蓄，誕生貯金，

入学貯金といったように，あらゆる所得や消費機会を

とらえて貯蓄を奨励した。また国債，債券などについ

ては，従来有価証券に親しみの薄かった一般大衆に親

しみをもたせると同時にこれを安全に保管するために，

無料保管制度を設けるなど，細かし、配慮がなされた。

昭和16年度

昭和16年度の目標額は当初 135億円とされたo この

目標額については，資金需要が将来増大することが見

込まれるため，これを引き上げうるかが省内で検討さ

れたが，当時貯蓄の割当が強化されるとともに預金引

出制限や強制貯蓄等の不安が高まり，貯蓄の推進はや

りにくくなっており，これ以上ふやすことは資金計画

上危険だと判断されて増額されなかった。しかし，そ

の後11月の臨時議会で追加予算が成立し，国債発行額

第6-1:喪貯蓄
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35億円の増加が決定したので，その分だけ目標額を

ふやして170億円となった。

こうして貯蓄奨励はさらに強化されることになった

が，その強化策として，国民貯蓄組合の整備拡充，貯

蓄目標の適正化，小額債券，郵便切手貯金制度等によ

る浮動購買力の吸収，勤労強化による所得の貯蓄励行，

金融機関の活動強化等の措置がとられた。このうち最

も重要な方策は， 16年3月の「国民貯蓄組合法J(昭和

16年法律第64号〕の制定であった。同法は，当時50余万あ

った貯蓄組合に法的根拠を与え.これを保護するとと

もに大蔵大臣の監督下におき，また助成策として各種

の特典を与えるものであった。

以上に述べたように，あらゆる形の貯蓄奨励運動が

次々と行なわれ，国民貯蓄目標額は年々引き上げられ

ていったが，その成果は，統計上現われたところによ

ると第6-1衰のとおりで，実績額が目標額に遣しなか

った年は13年度と16年度の2回だけであった。

増加額 〈単位 100万円〉

簡易保険抑積立金制| 行
年度別郵便貯金 積立金 預貯金 金銭信託

;吋:吋小
Z十
直接有価
合

貯金 証券投資 目標

昭和11年 240 164 却 1.164 172 96 3却 25 2.却3 675 2，878 一

12 401 173 16 1，453 却9 40 431 40 2.763 1.344 4，107 一

13 815 195 却 3.062 414 224 391 61 5，182 2.151 7.333 8.伎)()

14 1，384 247l 39 4.鋭)8 963 297 472 104 8，414 1.7.槌 10.202 10，α)() 
15 1，715 332 80 4.981 1.259 323 767 196 9，653 3，164 12，817 12，αゅ
16 2.052 405 170 6.126 1.切7 444 1，057 226 11，987 4.0お 16，020 137，， 政均

改1 側

備考: i昭和財政史J(金融下)P.199 

第5節金融統制の進展

設備資金の統制

園内の生産力拡充政策に停滞状態が現われ，他方ヨ

ーロッパに戦争が勃発して，日本経済の米英依存も期

待できなくなるという事態に即応して，金融面でも従

来の統制がL、っそう拡大強化されることになった。

1倒

その一つが設備資金の新規融資を「臨時資金開整法j

の統制下においたことである。 14年4月，調整法の大

改正が行なわれ，従来，個人，社団および財団法人は，

各種金融機関から資金の融通を受ける場合にのみ，金

融機関の自治調整を受けることになっていたが，今後

は，自己資金による設備の新設，拡張，改良を行なう
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場合にも政府の許可を要するようになった。またこれ

まで資本金20万円以下の会社は資金調整の範囲外にさ

れていたが，自己資金による設備の新設，拡張，改良

の場合には，すべての会社が許可を要することになっ

た。ここにいたって，事実上ほとんどすべての新規投

資が資金調整法の統制下にはいり，ほぽ全事業設備資

金を規制しうる権限を政府は持ったので、あるo これと

同時に，自治調整の限度も各業種いずれも引き下げら

れることになったo

次いで14年12月に行なわれた改正は，いっそう重要

な意味をもっていた。それは最優先事業に生産力拡充

計画産業，兵器，航空機産業を選び，それへの資金貸

付を優先させると同時に，その他の産業への貸付けに

ついては自由貸付限度を撤廃し，また自治調整の範囲

はいっそうせばめられ，調整法制定当初においてみら

れた業界の自主規制という建前は変化して，実質的に

は，事業設備資金の管理は政府に移されることになっ

た。これらの改正は，当時金融機関の貸出額の顕著な

増勢が，不急事業への貸付けや投機に流れるものと判

断して，貸出しの膨脹傾向を抑制し，公債の消化を促

進してイ γフνの昂進をとどめようとしたものであっ

た。これにより資金統制は飛擢的発展を遂げ，政府の

統制方針も一段と強化されることになった。

2 流動資金の統制

「臨時資金調整法」は，これまで設備資金の調整の

みを目的としてきたが，その後の情勢はこれだけでは

資金の流れを十分統制できないことが明らかになって

きた。それは，同法の統制外にあった運転資金が設備

資金に転用されたり，思惑に利用されることが多くな

ったからである。この傾向は特に14年下期になって目

だってきた。産業界では資金需要が非常に増大してき

たが，このころ信用の収縮や資金の欠乏が顕著となる

に従って，流動資金として借り入れたものを設備資金

に流用する脱法行為が増加した。そして調整法の運用

について農業の重点主義が強化されると，一般の中小

企業でも資金が閤難になり，まずまずこの傾向が強く
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なった。また14年以後における園内のインフレ昂進，

欧州大戦の勃発に伴う世界的な物価騰貴は投機や思惑

取引を助長し，この方面への資金の流用が目だってき

たので、ある。こうした現象は公債消化に悪影響を及ぼ

し，ィ γフレをいっそう昂進させるものであった。

こうした事態から，設備資金のみでなく運転資金も

統制する必要が生じてきた。政府はまず「臨時資金調

整法j第16条を発動して，設備資金以外の融通資金に

ついて報告を徴することとし， 14年12月から大蔵省は

銀行その他あらゆる金融機関に対して運転資金貸付残

高の報告を求めた。これにより流動資金の動きをつか

んだうえで， 15年10月には「国家総動員法」に基づき

「銀行等資金運用令J(勅令第日l号〉が制定され，ここ

に流動資金の本格的統制が始まったのである。

本令は「臨時資金調整法」が取り扱うもの以外の資

金を新たに統制の対象とし，金融機関等がそのような

資金の貸出しを行なう場合には，本令による許可を必

要とした。統制の対象となる資金は一括して流動資金

と称し，これを運転資金〈商品，原材料の仕入，運賃，諸

給与，配当金または税金等事業の運営上通常必要な用途に使

用される資金〉とそれ以外の資金〈特殊用途資金〉の二つ

に分け，前者については実績主義をとり，原則として

過去の実績以上の貸出しを許可制とし，後者について

は3万円以上の貸出しを要許可とした。大蔵省は本令

の運用について，おもに投機，思惑等の不健全な用途

にあてられる貸出しを抑制することに重点をおき，必

要資金に対して制限を加えるものではないことをたび

たび言明した。当時預金の引出制限が行なわれるので

はないかとの流説も生じたが，大蔵当局はこのような

不安が広がるのを防ぐことに努め，実際本令による貸

出制限にあたっても，預金の自由性を尊重し，見返り

貸出しにはなんらの制限を加えなかった。なお，本令

による調整事務は調整法の場合と同じく，日銀に担当

させた。

3 r会社経理統制令」による経理統制強化

会社の利益配当の制限については，すで、に述べたよ

うに， 14年4月以来「国家総動員法」第11条に基づく勅

令として「会社利益配当及資金融通令」が施行されてい

た。総動員法第11条の発動が問題になった当時，その

時の池田蔵相は配当制限を行なうことに反対の意向を

もっていたから，同令が制定されても，その内容は放漫

経営をしている会社に対して大蔵省が勧告を発し，そ

の勧告を聞かなかった場合には，経理に対する命令を

発しうるというきわめて抽象的な規定にとどまってい

た。しかし， 14年以降，インフレが昂進するに従って，

インフレ抑制策として資金統制が強化されることにな

った。資金統制は，これまで金融機関等の企業に対する

貸出資金に重点がおかれていたが，資金統制を徹底す

るには事業会社内部の経理統制にまで手を伸ばすこと

が必要となってきた。会社内部の経理統制については，

先に「会社利益配当及資金融通令」に続いて， 14年10

月には「会社職員給与臨時措置令J(勅令第706号)が

公布され，一部の経理が統制下におかれていたが， 15 

年10月，新たに「会社経理統制令J(勅令第680号〉が

公布された。これは前の二厳令を一本化し，ほとんど

すべての会社経理について統制を前より強化するもの

であった。

本令によって規定された事項は， (1)資本金2，∞o万

円以上の会社が自己資本に対し年100分の8に相当す

る利益配当をなす場合， (2)資本金20万円以上または役

員および社員数'30人以上の会社が，役員給与(報酬，賞

与，退職金，臨時給与等〉および社員給与(基本給料，手

当，賞与，退職金，臨時給与等〉の支給をする場合には，

それぞれ政府の許可を要すること， (3)必要な場合，政

府は当該会社に対し積立金の積立命令をなすこと， (4) 

会社の機密費，広告宣伝費，寄付金，福利施設費，研

究費等の特殊支出を政府が監督しうること， (5)会社資

金の運用について諸制限を加えうること， (的政府は会

社の経理について報告を徴し，あるいは経理検査をな

しうることであった。そしてこの認可，許可の事務は

大蔵省自身があたることになり，全国にわたる会社の

経理統制事務を行なうために，税務監督局，税務署に

許可事務を担当させることにした。
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この勅令はその内容が会社経費の使途について搬に

入り細にわたって統制しうる仕組みになっていたので，

政府部内からも民間からも民法・商法の原理に違反す

るとして不評の声が上がったが，大蔵当局としては，

この規定に従って積極的に会社経理の内容に介入する

方針をもっていたわけではなかった。同令立案者の考

えでは，配当や給与に関する認可・許可を通じて，会

社経理に一定の基準を与えておいて，これが会社経理

の実情に適合すれば，大蔵省がし、ちいち認可・許可を

しなくてもすむようになるだろう。むしろねらいは会

社経理の内容の把握にあり，これにより銀行検査によ

り銀行の内容を行政指導してきたように，会社経理の

健全化を図ることができるという点にあった。しかし

制定後の実情は，会社経理の健全化のための行政指導

よりも，許・認可事務が「会社経理統制令」に基づく

行政の主たる部分になった。この許・認可事務は大蔵

省みずからがあたったため，その関係の機構がしだい

に拡充され， 16年7月には会社部が新設されることに

なった。

4 時局産業への積極的融資対策

戦時経済の進展につれて，時局産業の必要とする資

金の量はますます増大し，金融機関の貸出し等だけで

はまかないきれなかった。そこで政府は14年4月「会

社利益配当及資金融通令jを制定して融資命令を発し

うる権限を持ち，融資の積極化を図った。だが，これで

もなお生産力拡充資金の需要を満たすことはできなか

った。特に14年下期以降，生産力拡充の停滞により企

業の受信能力が低下すると，金融機関からの資金供給

も円滑を欠き，資金難を起こした。そのため大蔵省は

時局産業に対する積極的融資体制を一段と拡充するこ

とに力を注いだo各種の融資対策がとられたのはお年

から16年にかけての時期である。

まず第一に.15年10月に公布された「銀行等資金運

用令jでは， 14年4月の資金融通令の内容をさらに鉱

大して，融資命令を受ける範囲を興業銀行だけに限定

せず，全国のどんな銀行に対しても融資命令を発しう
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るよう改められた。また命令を発する資金の種類も，以

前には「産業資金」と規定されていたのを単に「資金J

と改めた。もっとも本令の運用方針としては，広く一

般の銀行にまで融資命令を発動する意図はなく，事実

16年4月以降，興銀以外の銀行に対して命令が出され

たケースは朝鮮殖産銀行のみであった。

融資命令の拡大に伴って問題になるのは，資金供給

源の強化であるo融資の中心機関である興銀の資金調

達方法としては，興銀債券の発行限度を「臨時資金調

整法」により拡張する措置がとられてきた。その後も

同法による発行限度は次々と拡張されて， 12年には5

億円であったものが， 16年3月には20億円にまで増額

されたo なお興銀債の発行隈度は太平洋戦争開始後は

さらに拡張され， 17年には50億円， 20年には 100億円

になっている。また14年1月興銀自身の増資により，

興銀法による憤券発行限度額も 8億7，500万円に増大

した。

16年8月に実施された軍需手形引受制度も，積極融

資対策の一つで、あった。これを実施した直接の動機は，

独ソ戦の開始により生じた不安のため起債市場が不振

に陥ったが，他方，銀行には貯蓄奨励の結果，短期資金

が多く集まったので，これを長期資金に転用しようと

したことであった。この方法は軍需会社等をして興銀

を支払人とする手形を振り出させ，これに軍支出官が

特定のスタンプを押し，それを興銀に引き受けさせる

というものであった。そして政府は興銀に対して総動

員法に基づく債務引受命令を発し，興銀はこの手形を

引き受けて，これを市中銀行に売り出し，市中銀行は

必要あれば日銀の再割引を求めることになっていた。

これよりさき， 11年3月に融資命令は債務の引受けま

たは保証についても発せられるよう，総動員法の改正

が行なわれたが，この制度を寧需手形に適用するよう

考案されたものである。

第三の融資促進策としてあげられるのは，共同融資

方式の奨励である。この方式は2個以上の金融機関が

一企業に共同して融資を行なうものであるが，大蔵省

は時局産業への工業金融，長期融資の疎通を図るため
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に，この方式を勧めたのであるo普通銀行は第2次大

戦開始以後，貸出警戒気分を強めたため，事業会社に

対する資金供給は窮屈になったO それでなくても，当

時，国策会社の増加，企業規模の拡大等のため，一つの

金融機関の力だけで全額を負担することが困難となり，

また危険度も大きくなるなどの事情が生じていた。そ

のため，銀行や信託会社の聞でも共同で資金需要に応

ずる融資方式が発展していた。しかし，なお多くの普

通銀行は商業金融の伝統を脱せず，時局産業への融資

には消極的であったので，大蔵省は当時新体制運動の

なかで盛んにいわれていた「開業連帯J的精神を強調

し，長期軍需金融，生産力拡充金融に共同で積極的にの

り出すことを，普通銀行に対して勧めた。この大蔵省、

の方針は16年夏，小倉正恒蔵相が全国金融協議会の役

員会の席上演説した時に，大蔵省の見解として表明さ

れた。さらに小倉蔵相はこの演説の中で，市中銀行は

これから商業金融中心主義から工業金融中心に移行し

なければならぬと指摘した。

共同融資方式による融資シンジケート団の結成は14

年以来16年6月までに 130，その融資先は 121件に上

った。そして16年8月，小倉蔵相による大蔵省見解の

表明を機として，共同融資はさらに強化されることに

なり，興業銀行をはじめ大銀行11行の参加による時局

共同融資団の結成へと発展した。この融資団は新規資

金の融資のみならず，既存の融資についても 1行貸付

けから共同融資への振替え，古い共同融資の新制度融

資への切替え，融資の斡旋等を行なったD

第四にあげられる措置は，不動産銀行関係の法律の

改正による不動産銀行の融資機能の拡大である。上述

のような情勢に伴って不動産銀行の信用をも動員する

ことが望まれたので、あるが，これには，不動産銀行の

活動をきびしく制限していた従来の不動産銀行法を改

正して，法的極桔を除く必要があった。そこで，勧業銀

行法・農工銀行法・北海道拓殖銀行法の3法の改正案

が第76議会に提案され， 16年3月から改正が実擁され

た。これにより，この3行の不動産担保融資の限度が

引き上げられ，時局産業への融資拡大を図ることがで

きるようになった。

5 株式および社債対策

日満両国を一体とする生産力拡充のための資金需要

は，戦時経済の進展につれてますます膨大な額に上っ

たが，これらの資金は金融機関の貸出し，株式の払込

み，社債の払込みにより調達されたo したがって，株

式・社債市場の趨勢は資金の需要に大きな影響をもっ

た。ところが，両市場とも第2次大戦開始以後におけ

る生産活動の停滞，企業信用の低下，国際情勢の見通

し難などの要因が影響して不振に陥った。株式・社債

市場の不振は生産力拡充資金の供給に重大な影響をも

つので，大蔵省は株式・社債市場に対しでもなんらか

の対策にのり出す必要に迫られたので、ある。

まず株式市場についてみると，日華事変開始当初は

比較的平穏であったが， 15年夏ごろから株価は急速に

下落しはじめた。株価不安の原因はもちろん戦時統制

の強化，生産活動の停滞，国際政局の悪化であり，株

価下落により，株式の払込みを停滞せしめたo したが

って，株価の落潮は生産力拡充，信用機構の堅持の立

場から極力閉止せねばならなかったが，株価の維持は

民間の力ではとても及びもつかなかった。そこで，こ

の対策として第一に考えられたのは，大日本証券投資

株式会社の設立であった。この会社は東京株式取引所

関係者が中心となって作られ，株価のてこ入れを行な

うことを目的とし，資本金は2，(削万円，資金の運用，

役員の選任はすべて大蔵省が監督することにした。し

かしその後このような小規模のものでは株価の下落に

おいっかなくなり，さらに公共的色彩の強い組織が作

られることになった。そして16年3月，政府は金融界

全般に呼びかけて日本共同証券株式会社を設立した。

この会社は興銀が中心となり，資本金5，(削万円で設

立され，政府は総動員法11条により融資命令を発して，

興銀からこの日本共同証券に対して，株価のてこ入れ

操作のための資金を強制融資させることとしたo

他方，法令面からの株式対策として， 16年8月，総

動員法に基づき「株式価格統制令J(勅綿制号)， r会
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社主要株式評価臨時措置令」が公布された。前者は，

珠価の著しい低落により国民経済の円滑な運営を妨げ

るおそれがある場合，政府がその最低価格を定めるこ

とができることにしたもので，最低価格以下に下がっ

て買手のないときは，日本共同証券がそれを買う仕組

みであった。後者は株価が下がっても，記帳価格は前

期末の記帳価格のままできしっかえない，その後取得

した株はその取得価格を記帳してよいという商法の原

則に対する例外規定を設けたものである。

社債による資金調達もまたこの時期に大いに増加し，

社債発行高は年々高まった。いまその発行高の推移を

みると， 12年の12億4，∞0万円から16年には40億4，∞o

万円へと増加している。これはいうまでもなく生産力

の拡充と対満支投資の資金に充当されたものである。

しかし，起債市場はこの間順調に推移したわけでなく，

政府の市場対策によるところが大きかった。

日華事変が始まって以来，大蔵・日銀の両当局は，

時局緊急産業の社債発行による資金調達を容易にする

ため，起債市場の育成対策を講じてきたo時局産業に

対して市場を留保するために，起債の許認可，国策会

社債の先利支払政府保証，政府保証債に対する金利優

遇措置等の諸対策がとられたのである。そのため14年

には起債は未曽有の活況を呈するに至った。ところが

15年にはいると，市場の情勢は逆転し，社債の消化は困

難となり，証券業者の背負込みもふえていった。そこ

で大蔵省は社債対策を一段と積極化した。すなわち，

15年第4・四半期から社債の発行を一部統制し，一部

計画化する対策が立てられたのである。大蔵省内に起

債計画委員会を設け，社債発行の希望会社から計画書

を提出させて，その緩急適否を勘案して起債計画を立

て，社債の消化は官庁，シγジケート回，市場公募の

三分主義をとることが確立された。そして同時に興業

債券の割当舗も実行された。要するに社債対策は，こ

れまでの自由市場を前提とした対策から，国家権力の

行使を伴った半強制的観当主義に移行したのであるo

このような強制的政策によって起債市場も大いに変質

し，国策会社債，政府の元利保証債が目だって累積し
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た。しかし，根本的にはすでに起債額が過大になって

おり， 社債対策によってかろうじてその矛盾が表面化

しないで済まされていたのである。

6 r財政金融基本方策要綱」

昭和15年7月に成立した第2次近衛内閣は「新体制」

の樹立を提唱し，政治，経済機構の再編成を行なって戦

時体制を強化する構想を明らかにした08月には，r基

本国策要綱」 を発表し，次いで12月には 「経済新体制

確立要綱」を閣議決定して産業界の新体制具体化の基

準を定めた。この線に沿って，時の河田烈蔵相のもと

で大蔵省が財政 ・金融に関する諸施策の基本方針を総

合的に示 したのが， r財政金融基本方策要綱」である。

新体制構想は，欧州大戦以後の国際情勢の変化に対

して「大東亜の新秩序建設」を根幹とする高度国防国

家体制の完成を目標にしていた。そして経済新体制は

戦争経済の物的資源をアジア地域に求め，日満支を一

体とした生産力拡充を基礎と して，一元的統制機構の

整備を図るとしづ構想であった。経済統制の大綱たる

「経済新体制確立要綱」は企画院原案を修正して12月

7日決定されたが，その要綱は企業の統制団体の再編，

価格政策の検討，生産配給機構の再編等，産業界の新

第46代大蔵大臣 河田県!!
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体制構想を打ち出 したものであった。 そしてこれに基

づし、て新しい統制団体も設立される気通にあった。そ

こで産業界の新体制の進捗に合わせて，金融面での新

体制もまた当然日程に上らざるをえなかった。

経済新体制要綱が決定されたあと， 企画院において

は直ちに金融新体制要綱案が立案されたが，その内示

をみて，大蔵省では広瀬次官をはじめ部内に反対の意

見が強く，企画院案は大蔵省の承認を得るに至らなか

った。しかし，当時の金融情勢は，銀行貸出しの増勢鈍

化， 物価抑制と資金供給との矛盾，公債消化資金と産

業資金との競合の激化等悪化の気配を濃厚にし， あら

ゆる面からみて資金の総合的配分計画の実施と金融機

構の再編とは緊急の課題となっていた。そこで大蔵省

において金融体制の再編が慎重に検討されることにな

った。大蔵省は企画院案を修正し， すでに実施されて

いる政策と今後着手すべき諸方策を総合して 6月末

に至り，ようやく成案を得た。この要綱は，新体制と

いう ことばはことさらに用いる必要がないとし、う理由

から「財政金融基本方策要綱」と名づけられ，閣議決

定を経て16年7月12日「経済新体制要綱」 より約半年

遅れて発表されるに至ったO

この基本方策は「国家資金力を計画的に動員配分す

ると共に資金運用の方針機構及方法を改善」すること

を目的とし，その方法を総合的に示したものであるが，

その意図すると ころは次の3点にあるとされた。

(1) 国家経済力の資金に表現し得る可能力を可及的

に正確に判断し， 右に基き国家資金を財政，産業，

消費に亘り 国家目的十三従い動員し得る体制を整備

確立せんとすO

(2) 総合計画経済連日上財政活動の国民経済とのJL

休的なる |苅:@性を明確な ら しむ る と 共に ， 財政il~'

動を敏活ならしむるため会計制度及び予算方式に

つき所要の改善を加え，又国防及戦時に於て採る

べき財政政策を能動的に活用せんとすO

(3) 戦時国防生産力を確立するため国家の要請する

生産力を維持育成発展せしむるため長期金融の機

能を整備充実せんとす， これがため金融制度及秩

序に刈し ， 所要の整備を JJIIえると共に ， 国家 I~

為すべき信用供与に関する施策及国家施設を能動

的に活用せんとす。

l司要綱は，次の 4項闘に分けて政策の要領を掲げて

いる。

(i) 国家資金動員計画の設定

(ii) 財政政策の改革

(iU) 金融政策の改革

(iv) 行政機構の改革

(i)については動員資金を財政，産業，国民消費のー

者に配分すべきこと並びに従来からの国民貯蓄計画が

この資金動員に基づくべきこ とを 述べたにと どまっ

た。(ii)の財政政策の改革は， (1)会計制度の改革， (2)予

算編成方法の改革，(3)税制の改革，(4)公債の発行およ

び消化の計画化，(5)地方財政の改革に分けられた。 (凶

の金融政策の改革については，(1)産業資金の計画化，

(2)金融制度の改革，(3)有価証券取引機構の合理化，(4) 
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企業資本のrrf;)iJ， (5)企業設備に対する|量家の資本的援

はJ)，(6)外凶為位政策の改革， ~マ)対尚文投資の調維の 7

項十|の政策が掲げられたO この うち援制は金融制度の

改革にJIX:もゴJを注ぎ，これについてさらに， (1)円本銀

行の機能整備， (ロ)金融機関に対する統制，付金融機関

の組織化，付金融機関の整備統什 2 納金融資金の収集

および迎用に関する措置，付金日9!の各系統|国の調和 3

(的政府資金および政府関係資金運)1]の統一の 7点にオ

たって改革ブj金|ーをぷしている。 (iv)の行:政機lbiの改革に

ついては，具体的には何も語られていなし、。

以上述べたように，この要綱は相当jよい範聞にわた

って財政金融而の改革方針を掲げていたが，その一つ

つの方策はなお 抽象的に示されたにとどまってい

た。これらの方策が実際に具体化され，金融機梢の改

革が行なわれたのは，太平洋戦争が始まってからのこ

とである。

第 6節通貨制度の改革

1 通貨の膨脹とその対応策

満州事変以後，国債の日銀引受発行によって，日銀

券発行高はしだいに増大していったが，満州事変則に

は，政府は産金政策によ る正貨準備の増加と保証準備

発行限度の拡張によ って，通貨発行制度の維持に努め

てきた。

日華事変期にはいってからは，財政資金の急激な支

/1¥噌JJIIと設備資金の需要噌JJUによって，通貨は著しく

膨脹するこ とになった。ーブj，12年にはし、ると，前年来

の輸入超過に基づく金現送の結果，正貨準備は減少し

はじめた。そのため各月の発行高は10億円の保証準備

限度を越える状態となった。こう して通貨の膨脹は通

貨発行制度に対する大きな脅威となりはじめた。 政府

はこの事態に対処するため，まず12年8月 「金準備評

価法」により，正貨準備の名目的増加を図った。同法
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による正貨準備の評{uJi換え，金の|斗11m料引上げの結果，

正貨準備は5億 2，400万円から一挙に8億 100万11Jへ

と名目上明JJIlした。同時に施行された「金資金特別会

計法」によって正貨準備の評11日i誌をこの会計に組み入

れ，新産金の買入れと為替資金の調整が行なわれるこ

とになったから，従来のように，金現送の影響はほ桜・

正貨準備の減少として現われなくなった。こうして正

貨準備の減少による制限外発行というヰ1:態は一時避け

ることができたのである。

しかし，翌日年存には通貨の膨阪は断許にな り， I可

びfl]iJ 1製外発行が'，~~'1~化する形勢となった。こ のj伊勢を

放任することは，国債の日銀引受発行にも重大な影響

を与えることになる。そこで，この対策として，IE貨準

備の評価i換えを再びゃるか，あるいは保証発行限度を

拡張するかのいずれかをとる必要があった。しかし，

この時にはすでに圏内関係においては正貨準備に重き
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をおく必要はないという考え方が有力になっており，

門の減価を端的に表現し，円の信用を動揺させるよう

な影響のある評価換えを実行する意味はないと考えら

れた。こうして13年4月「免換銀行券ノ保証発行限度

ノ臨時拡張ニ関スル法律J(昭和13年法律第64号〉が施

行され，これにより保証発行限度は10億円から17億円

に拡張されることになった。

ところが，13年8月には政府は，輸出品原料の輸入資

金を充実するため，正貨準備の うちの 3億円を外国為

替基金設置にさいた。その結果，正貨準備は5億0，100

万円に減少し，発行限度は22億0，100万円に収縮した。

ブプ，通貨の膨脹は13年下期から一段と顕著になり，

11月以降にはまたも限外発行をみるに至った。そこで

政府は再び保証発行限度の拡張を計画し， 14年3月，

前の法律を改正して，限度額を22億円に引き上げた。

ともかく，これにより 14年4月から 9月までは限外発

行をみずにすんだ。

なおこの時期には補助貨幣の発行制度にも改正が加

えられて，通貨膨脹に対する対策がたてられた。昭和

12年ころから允換銀行券の噌加とと もに，補助貨幣の

需要も増大していたが，その増加lは日華事変開始後の

通貨膨脹とともに著しくなった。また補助貨幣の素材

である銀 ・ニッケルの供給面からも，新しい素材の補

助貨の大量の供給を必要とした。そこで13年5月，貨

幣法に対する特別法として「臨時通貨法J(昭和13年法律

第86号〉を制定して，新しい素材〈アルミ ・青銅・黄銅等〉

で臨時補助貨幣を発行し， また50銭の小額政府紙幣を

発行できるようにした。

2 発券制度の改正

第2次欧州大戦の開始は，日本の戦時経済に深刻な

影響を及ぼしたが，その影響は通貨の急速な膨脹とな

って現われた。すなわち， 14年ころから目だってきた

生産活動の停滞に加えて，大戦による輸入困難という

事態が重なり，物資の需給は遇迫して物価騰貴が起こ

り，それが通貨の増発を招来したのである。日銀券の

月中平均発行高は 9月の23億円台から12月には31億円
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台に激増した。 15年にはいってからの通貨の増勢はさ

らに高まり，同年12月の平均発行高は40億円台とな り，

最高発行高は50億円台にあと一歩というと ころまで達

した。 14年の各月平均発行高の対前年同月増が3"-'4

億円であったのに対して， 15年のそれは 8億円以下に

なることはなく， 6月には11億円をこえる状態であっ

たことでも，急増ぶりがわかるであろう。とれに伴っ

て制限外発行も14年10月には早くも現われ，15年12月

には最低発行高すら発行限度を10億円もこえるに至っ

fこ。

こうしづ状況のもとで，ついに発券制度の根本的な

改革が行なわれることになったのである。すなわち，

政府は16年2月，第76議会に日本銀行発券制度改革案

を提出， 3月これを「免換銀行券条例ノ臨時特例ニ関ス

ル法律J(昭和16年法律第14号)として公布した。同法の

要点は， (1)銀行券の正貨準備発行と保証準備発行との

区分を停止し全額保証発行とすること， (2)銀行券の発

行限度は大蔵大臣がこれを定めることにした点である O

最高発行限度の決定について，大蔵当局は内外の経済

情勢，生産，配給，物価，財政，金融，一般取引，通貨およ

び銀行券の発行の趨勢を考慮し，また日銀当局の意向

も十分尊重して決定すると説明した。そして最高発行

限度は法律に規定せず，大蔵大臣の指定事項とし， 16 

年度中の発行限度は47億円と決定された。なおこれと

同様の趣旨の改正は朝鮮銀行券，台湾銀行券の発行に

も及ぼされた。

従来の日銀券発行制度は，金本位制停止以後でも形

式的には金本位制との関連が残されていたが，この法

左，13年6月発行のアノレミ青銅貨

右， 15年7月発行のアルミ貨

作によ って名実ともに日銀の発券制度は管理通貨制度

に移行したわけである。すでに13年の保証発行限度拡

張に際しての大蔵当局の議会での答弁も，通貨制度が

事実上管理通貨制となっていることを認めていたし，

今度の特例法案の提出に際しても，現行通貨の実体が

管理通貨であるとの認識のうえでこの改正を行なうこ

とを明らかにしていた。しかしこの時の改正は，大蔵

部内で根本的に管理通貨制度が検討された結果である
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というより は，むしろ戦争が長期化するにつれて発行

制度を改革しなければ，通貨の供給が円滑を欠き，戦争

経済の遂行が行きづまるかもしれぬとい う当面のさし

せまった状況によ るところが大きし、。 この改正を臨時

立法の形で突行したのは，恒久的な竹理通貨制度への

移行について，政府部内でも，また審;訟においても十

分な時間的余裕がないと考え られたからであった。

第 7節 為替管理の戦時体制と円貨決済の拡大

1 為替基準の米ドルへの転換

わが国の為替政策は，昭和8年以来為替基準を英貨

におき，対英1シリング2ペンス水準の維持安定を

眼としていた。ところがヨーロッパにおける政局の緊

迫，イギリスの参戦はポンドの大崩落をもたらし，そ

れはわが国の対外為替，特に対米相場に大きな影響を

与えることとなった。

昭和14年8月下旬には，イギリスの為替平衡資金の

運用停止と，ドイツ ・ポーランド間の形勢悪化で，英米

クロスは大暴落し，正金対米建値も新安値を示したが，

このころから財界などでは為替基準のド‘ルへの転換が

論議されはじめた。対米相場の低落により輸入物資の

コストを高め，物価騰貴を助長することがその根拠で

あった。大蔵部内でも為替基準の転換について検討は

されていたが，ポンド貨は早晩安定するだろうとみて，

なお自重論をとっていた。大戦が始まってからも，イ

ギリスは開戦直後為替相場を公定し，対米 4ド、ル2セ

ント釘付政策をとったので，英貨はこれにより安定状

態を持続するものと観測して，ポンドリンク政策を持

続する方針を表明していた。

ところが， 10月になるとイギリス当局は為替管理強

化に伴い，正金銀行のアメリカ向け資金の移動を拒絶

するに至った。これはわが国の為替操作上重大な問題
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であった。すなわち，わが国はポン ド・プロ ックに対す

る輸出超過によ って取得した外貨をロン ドンに集札，

これをニューヨークに送金してアメリカに対する輸入

債務の決済にあてていたので、あるが，イギリスが公定

相場でドルを供車合してくれるかぎり，ニューヨークに

おける米英クロスの動揺は必ずしも前要なな味をもつ

ものではないといえるo ところがこの英町)nJの知町は，

このようなわが国の為替資金操作を困難にしてしま っ

たからである。ここにいたって，わが国は英貨を国際

決済通貨とみることはできない状態となった。こうし

て， 10月24日，政府は為替基準をドノレに変吏し，t点準

相場を対米電信売り 23ドノレ16分の?と決定した。

2 為替管理法の全面的改正

「外国為替管理法」は制定後数次の改正を経て，国際

収支の調整と為替水準の維持に示点をおく平時的管製

法規としては先制有した内科を備えるに至っていt.::..o

かしそれは もはや欧州単l<:争の勃発， 三I~Jド事IrîJMの締

結等の国際政局の緊迫に伴う国際経済の変化に即応し

えない状況となった。すなわち，ヨーロッパの交戦諸

国はそれぞれ貿易，為替に関し強度の統制措置を実施

し，アメリカは対日禁輸を強化して経済封鎖を企図し

ていた。これによ り英米経済閣との貿易が期待できな

くなった日本は，戦争経済の物的基盤を極東地域に求
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め，そこに独自の経済簡を形成する方向を目ざすこと

になった。こうして国際経済は戦時的様相を深めるに

至ったため， r外国為替管理法」は海外支払いの節約や

外貨資金の保全を目的としていた従来の方針を転換し

て，在外資金の保全，活用，対外権益の擁護，対外決済

方法の改善，わが国の対外経済力の維持伸長等を図る

ため有効な措置をとる必要に迫られたので、ある。そこ

で，従来の管理法の根本的な改正案が第76議会に提出

され， r外国為替管理法全改正J(昭和年目年法律第83号〉

は16年4月から実施されることになった。

改正の要点は次のとおりであった。

(1) 在外財産または外貨資金等に対して，その保全

的措置または活用方法を講ず、るため政府の命令権

の範囲を拡大したこと。

(2) 諸外国との為替協定や支払協定を円滑にし，ま

た国際決済市場の混乱状態に対して対外経済取引

の円滑を図るために，対外決済方法について統制

を強化したこと。外国との決済および外国と外国

との聞の決済について，その方法 ・条件その他必

要な事項を命じうる規定を設けて積極的に統制し，

また為替銀行を通じない対外決済のためにする行

為を取り締ることができるようにした。

(3) わが国の対外経済権益を擁護するため，外国人

関係のわが国内における財産の取得や処分などに

ついて，必要な場合には，いつでも取り締れるよ

うに したこと，これによって純然たる国内取引が

新たに取締りの対象となり，輸出入になんら関係

なく，ただ国内における物の売買，預金の引出し

ゃ受入れが外国人に関するかぎり取り締り うるこ

とになった。

(4) 国際的なほ維の取立関係の行為をすべて取り締

ることができるようにしたこと。

(5) 日銀そゐ他政府の指定する者に対して， 為替管

理の行政事務の一部を取り扱わせることができる

ようにし，その事務に従事する日銀その他のl隣自

は公務員とみなすとし、う規定を設け・たこと。

(6) 為替管理上必要な帳簿の備付けを命じ，あるい
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は帳簿の記載方法を指定しうることとし，また為

替管理の違反事件に関しては，訊問，捜索，差押

えなどの権限を特定官吏に与えたこと。

(7) 許可の付帯事項に違反した者を処罰しうる規定

を新たに設けたこと。

この改正で注目すべきことは，法律には単に為替管

理の対象となる事項の範囲と限界だけが規定され，実

体規定はほとんど命令の定めるところに委任されたこ

とであるO このため実際の為替取締りは大蔵省令によ

り実施される部分がきわめて多くなったが，従来の大

蔵省令は， 8年に管理法が制定されたときに施行され

た通称7号省令， 8号省令，および12年1月の輸入為

替管理に関する l号省令の三本建になっており，相互

の関係は非常に錯綜し，わかりにくいものであった。

そこで大蔵省は管理法が根本的に改正された機会に，

これらの内容を統合整理して，省令を一本化すること

にした。新たに作られた省令は「外国為替管理法施行

規則J(昭和16年大蔵省令第10号〉 で，これは16年7月か

ら全面的に発動されることになった。

なお，管理法の根本的改正に伴い政府の命令権が拡

大して結果，その実際の適用によって生じうる為替銀

行や貿易業者等の損失については政府が補償すること

にし，新たに外国為替損失補償制度と為替持高集中制

度が設けられた。これは正金銀行に為替集中勘定を設

置し，ここに為替銀行の為替持高を集中させるO これ

によって為替銀行は為替取引につき相場の変動から受

ける損失を集中勘定に転化し，正金の損失は政府が5

億円を限度と して補償しようというものであるO この

制度は 6月からポンド系為替についてまず実施され，

7月には第三国為替にも拡大適用されたO この集中怖IJ

と関連して輸出入為替予約取極制も実施し，外貨輸出

契約の成立した貿易業者に対してすみやかに銀行に先

為替の予約を締結させるこ とにした。以上のよ うな措

置により ，為替取引は全面的に統制下におかれること

になったのである。

3 円貨決済制の拡大

が国の為替資金操作は英米両市場を決済の中心と

してきたのであるが，間際関係の緊迫化に伴い，相手

国との決済のための直接的な支払方法を国際間の協定

によって実現しようとする方針がとられるようになっ

た。特に英米経済閣との貿易が期待できなくなって，

極東地域との貿易に重点がおかれたのに刻応して

蔵省、は決済面でも英米貨への依存を極力少なくする方

針をとり ，アジア地域においては，円為替による貿劫

の範囲をしだいに拡大し，円を中心とする決済を普及

させる努力を進めた。それは「大東亜共栄閤」を確立

し，そこに自給自足経済を形成するための重要施策と

考えられたので、ある O こうして円貨決済拡大のために，

15年後半からアジア諸国その他と支払協定締結の交渉

を進めた。

この支払協定交渉のうちで，まず初めに締結された

ものが，蘭印との聞の「日蘭印金融協定」であった。

この協定は正金銀行と蘭印のジャワ銀行との間に結ば

れたもので， 15年12月に成立，翌日年1月から実施さ

れたO その内容は正金はジャワ銀行にギルダー貨で，

ジャ ワ銀行は正金に円貨で，それぞれ無利子の当座勘

定を設定し，相互に必要に応じてギノレダー貨， または

円の資金を供給し，残高は相殺するが，残高が一定額

を超過した場合にはその超過金の決済は米ド、ルで、行な

い，円対ギ/レタ ーの相場は 100円につき44ギル夕、ー30

セントとするというものである。これによって日本は

受払とも円建によることになったわけで-ある。

これに続いて16年5月には，仏印との間にも対蘭印
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第47代大蔵大臣小倉正恒

協定にならった為替取ヲ|の円建が突現された。すなわ

ち，日仏両政府聞に取り交された日本と仏印との間の

経済協定に基づき，円対ピアストノレの双務的清算協定

が実施されることになったのである。

16年7月第 3次近衛内閣が発足し，小食正恒が大蔵

大臣に就任した。このころから↑!?勢はし、よいよ恕化し

て，日本軍の南部仏印への進駐が行なわれるが，これ

を契機とする英 ・米 ・蘭によるがI円資産凍結令の発動，

これに対抗した日本側の 「外国人関係取引取締規則」

(昭和16年大蔵省令第 46号)(し、わゆる外国人資産凍結令〉

の公布(7.28)によ って，英米系通貨との為替関係は断

絶するに至るo こうして日本は太平洋戦争へと突入し

ていくのであるが，この後は，円貨決済制の鉱大のみ

が戦時における対外金融政策の中心となるのである。


